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喜多方市伝統的建造物群保存地区保存事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、喜多方市伝統的建造物群保存地区保存条例（平成28年喜多方

市条例第28号。以下「条例」という。）第９条の規定に基づき、伝統的建造物群

保存地区内における建造物等の修理、修景、活用等に係る経費の一部を補助する

喜多方市伝統的建造物群保存地区保存事業補助金（以下「補助金」という。）の

交付に関し、喜多方市補助金等の交付等に関する規則（平成18年喜多方市規則第

48号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(１) 伝統的建造物群 条例第２条第１号に規定する伝統的建造物群をいう。 

(２) 伝統的建造物群保存地区 条例第２条第２号に規定する喜多方市伝統的建

造物群保存地区（以下「保存地区」という。）をいう。 

(３) 建造物 条例第２条第３号に規定する建造物をいう。 

(４) 建築物 建造物のうち、土地に定着する工作物で屋根及び柱又は壁を有す

るもの（これに類する構造のものを含む。）をいう。 

(５) 保存活用計画 条例第３条に規定する喜多方市伝統的建造物群保存地区保

存活用計画（以下「保存活用計画」という。）をいう。 

(６) 伝統的建造物 保存活用計画において決定された建造物をいう。 

(７) 環境物件 伝統的建造物と一体をなす環境要素として、保存活用計画にお

いて決定された物件をいう。 

(８) 修理 保存活用計画に定められた修理基準に基づき行われる伝統的建造物

の保存のための行為をいう。 

(９) 修景 保存活用計画に定められた修景基準に基づき行われる伝統的建造物

以外の建造物に係る行為をいう。 

(10) 外観 屋根、外壁、軒回り、外部に面する建具等をいう。ただし、修理に

おける屋根及び外壁にあっては、これらと密接な関係を有する基礎、土台、

柱、梁等主たる構造物及び下地を含むものとする。 

(11) 構造耐力上主要な部分 建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第１条

第３号の構造耐力上必要な部分をいう。  
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(12) 所有者等 保存地区内の建築物等の所有者及び管理責任者をいう。 

(13) 補助事業 本要綱による補助金を受けて行う事業をいう。 

（14） 保存団体等 保存地区内において保存活用事業を行う団体等として市長が

認めた団体等をいう。 

（15） 暴力団等反社会的勢力 暴力団員による不当な行為防止等に関する法律

（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団と暴力団構成員、準

構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ、政治活動標ぼうゴ

ロ、特殊知能暴力集団その他の暴力、威力と詐欺的手法を駆使して経済的利

益を追求する集団又は個人をいう。 

（16） 緊急修理 屋根、外壁の一部や建具などの部分的な修理で、修理事業が重

要伝統的建造物群保存地区保存事業費国庫補助交付申請に間に合わない、修

理費用が国庫補助対象額未満等の理由で修理ができないことにより、伝統的

建造物の保存に著しい影響を与える可能性があるものをいう。  

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができるものは、次の要件に該当するものとす

る。 

(１) 補助対象事業を行おうとしている建築物等の所有者等（複数人いる場合は、

所有者等から選任された代表者）又は保存団体等の代表者であること。 

（２) 所有者等の全員が市税の滞納がないこと。 

（３） 所有者等又は保存団体等の構成員の全員（事業を施工業者に代行させる場

合は、所有者等及び当該施工業者等の全員）が暴力団等反社会的勢力でない

こと。 

（補助事業の種類等） 

第４条 補助事業の種類、補助対象経費、補助率及び補助金限度額は、別表１のと

おりとする。ただし、市長が特に必要と認めた場合は、この限りでない。 

２ 補助金は、各年度の予算の範囲内において交付するものとする。 

３ 補助金の額に千円未満の端数がある場合は、これを切り捨てるものとする。 

４ 補助事業において、保険金又は損害賠償金等により補てんすべきものが含まれ

るときは、補助対象経費から当該金額を減じるものとする。 

５ 補助事業は、交付が決定された年度を超えて行うことはできない。 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助金
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交付申請書（様式第１号）に別表２の書類を添えて、市長に申請するものとする。

ただし、市長が特に添付を要しないと認めたときは、この限りでない。 

（補助金の交付決定） 

第６条 市長は、前条の補助金の交付申請があった場合は、その内容を審査し、必

要により現地調査を行い、補助金を交付すべきものと認めるときは、補助金の交

付を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を決定した場合は、申請者に通知（様

式第２号）するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により補助金の交付を決定する場合は、補助金の交付目

的を達成するために必要な条件を付することができる。 

（補助事業の変更等の申請） 

第７条 補助金の交付決定を受けた申請者（以下「補助事業者」という。）は、補

助事業の内容を変更、中止又は廃止しようとするときは、喜多方市伝統的建造物

群保存地区保存事業変更・中止・廃止承認申請書（様式第３号。以下「変更等申

請書」という。）に別表２に掲げる書類のうち当該変更に係るものを添えて、市

長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による変更等申請書の提出があった場合には、その内容を

審査し、承認することが妥当と認めたときは喜多方市伝統的建造物群保存事業変

更・中止・廃止承認決定通知書（様式第４号）により、補助事業者に通知するも

のとする。 

３ 市長は、前項の規定による変更、中止又は廃止の承認を決定し、前条の規定に

より交付決定した補助金に変更があるときは、補助事業者に通知（様式第５号）

するものとする。 

 （補助事業の遂行等の命令） 

第８条 市長は、補助事業者が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に

従って補助事業を遂行していないと認めるときは、当該補助事業者に対し、これ

らに従って補助事業を遂行することを命ずることができる。 

 （実績報告） 

第９条 補助事業者は、事業完了の日から起算して14日以内又は補助金等の交付の

決定のあった日の属する年度の３月31日までのいずれか早い日までに、補助金実

績報告書（様式第６号。以下「実績報告書」という。）に別表３の書類を添えて

市長に提出しなければならない。ただし、市長が特に添付を要しないと認めたと
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きは、この限りでない。 

 （補助金の請求） 

第10条 市長は、実績報告書の提出を受けた場合において、交付決定の内容及びこ

れに付した条件に適合するかどうかを審査し、適正であると認めたときは、補助

事業者は補助金交付請求書（様式第７号）の提出により補助金を請求するものと

する。 

 （補助金の概算払） 

第11条 市長は、補助事業遂行上必要であると認めたときは、補助金を概算払によ

り交付することができる。 

２ 前項の概算払を受けようとする補助事業者は、補助金概算払請求書（様式第８

号）に、次に掲げる書類を添付して、市長に提出しなければならない。ただし、

市長が特に添付を要しないと認めたときは、この限りでない。 

(１) 出来高計算書 

(２) 実施工程表 

 (３) その他市長が必要と認める書類 

 （補助金の交付決定の取消） 

第12条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金交付

決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(１) 不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(２) 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(３) 法令又はこの要綱の規定に違反したとき。 

(４) 前３号に定めるもののほか、補助金等の運用が不適当であると認めたとき。 

 （補助金の返還） 

第13条 市長は、前条の規定により補助金交付決定の全部又は一部を取り消した場

合又は第７条の規定により補助事業の変更、中止又は廃止を承認した場合におい

て、当該部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返

還を命ずるものとする。 

（適正管理） 

第14条 補助の対象となった建築物等及び環境物件の所有者等は、対象物件の適正

な管理に努めなければならない。 

（書類等の整備等） 

第15条 補助事業者又は所有者は、補助金の関係書類を整理し、補助事業の完了の
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日の属する会計年度の翌会計年度から５年間保管しなければならない。 

（その他） 

第16条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成31年２月６日から施行し、平成31年度分の補助金から適用す

る。 

 （被災伝統的建造物の修理等に要する補助金の特例） 

２ 文化庁から災害復旧事業として認められた伝統的建造物の修理、環境物件の復

旧等に要する経費に対する補助率については、別表１中「8/10」とあるのは「9/10」

とし、補助金限度額については、「1,200万円」とあるのは「1,350万円」、「240

万円」とあるのは「270万円」、「140万円」とあるのは「157万円」と読み替える

ものとする。 

附 則 

 この要綱は、令和２年６月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和７年８月１日から施行する。 
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別表１（第４条関係） 

補助事業の種類 種別 補助対象経費 補助率 
補助金 
限度額 

伝統的建造物の 

修理 

建築物 

【特定物件】 
・みせ 

・主屋 

・土蔵 

・附属屋 等  

修理基準に基づく外観及
び構造耐力上主要な部分
（床版及び屋根版の内部
表面仕上げを除く。）の
修理に係る経費（構造耐
力上主要な部分の補強工
事に係る経費を含む。） 

8/10 

以内 
1,200 万円 

工作物 

【特定物件】 
・門 

・塀 

・石造物 等  

修理基準に基づく修理に 
係る経費 

8/10 

以内 
240 万円 

環境物件の復旧等 

環境物件 

【特定物件】 
・水路 

・樹木 

・庭園 等  

修理基準に基づく復旧等
に係る経費 

8/10 

以内 
140 万円 

伝統的建造物以外

の建造物の修景 

建築物 
外観の修景基準に基づく 
修景に係る経費 

6/10 

以内 
900 万円 

工作物 
修景基準に基づく修景に 
係る経費 

6/10 

以内 
180 万円 

防災対策事業 
防災に関する

もの 

防災上必要な設備の整備
等に係る経費 

8/10 

以内 
100 万円 

保存団体等の 

保存活用事業 

保存団体等の

活動に関する

もの 

保存活用計画に基づく保
存地区の保存及び活用の
ため必要な事業に係る経
費 
 
※対象経費は別表４に 

よる 

7/10 

以内 
70 万円 

伝統的建造物の 

緊急修理 

緊急修理 

【特定物件】 

外観の部分的修理で、緊
急性がある伝統的建造物
の現状復帰に係る経費 

3/10 

以内 
30 万円 

 

備考 伝統的建造物の修理、環境物件の復旧及び伝統的建造物以外の建造物の修景

の補助対象経費には、設計及び監理に要する費用を含むことができる。 
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別表２（第５条関係） 

補助事業の種類 添付書類 

伝統的建造物の修理 

 ①事業計画書 
 ②収支予算書 
 ③工程表 
 ④位置図、配置図、平面図、立面図及び主要部の断面図 
 ⑤仕様書、事業箇所の詳細図 
 ⑥補助対象経費の明細書及び見積書の写し 
 ⑦建築物等の現況及び施工予定箇所の写真 
 ⑧建築物等の所有者等の全員が分かる書類 
 ⑨建築物等の所有者等の全員の市税の完納証明書 

（発行後、１か月以内のもの） 
 ⑩喜多方市伝統的建造物群保存地区保存条例施行規則 

第４条に基づく現状変更行為許可決定通知書の写し 
 ⑪誓約書（様式第９号） 
 ⑫本人確認のための書類 
 ⑬その他市長が必要と認める書類 

環境物件の復旧等 

伝統的建造物以外の 

建造物の修景 

防災対策事業 

 上記①～③ 
 ④位置図、配置図、平面図、設備図 
 ⑤補助対象経費の明細書及び見積書の写し 
 ⑥施工予定箇所の写真 
 ⑦建築物等の所有者等の全員の市税の完納証明書 

（発行後、１か月以内のもの） 
 ⑧喜多方市伝統的建造物群保存地区保存条例施行規則 

第４条に基づく現状変更行為許可決定通知書の写し 
 ⑨誓約書（様式第９号） 
 ⑩本人確認のための書類 
 ⑪その他市長が必要と認める書類 

保存団体等の 

活動事業 

 上記①～③ 
 ④団体の規約等及び組織体制を示す書類 
 ⑤誓約書（様式第９号） 
 ⑥本人確認のための書類 
 ⑦その他市長が必要と認める書類 

伝統的建造物の 

緊急修理 

 上記①～③ 
 ④位置図、配置図、平面図、施工方法・仕様が分かる図面 
 ⑤補助対象経費の明細書及び見積書の写し 
 ⑥建築物等の現況及び施工予定箇所の写真 
 ⑦建築物等の所有者等の全員の市税の完納証明書 

（発行後、１か月以内のもの） 
 ⑧喜多方市伝統的建造物群保存地区保存条例施行規則 

第４条に基づく現状変更行為許可決定通知書の写し 
 ⑨誓約書（様式第９号） 
 ⑩本人確認のための書類 
 ⑪その他市長が必要と認める書類 
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別表３（第９条関係） 

補助事業の種類 添付書類 

伝統的建造物の修理 

 ①事業実績書 
 ②収支決算書 
 ③工程表 
 ④実施工事図面 
 ⑤請負等の契約書の写し 
 ⑥工事費等の内訳書、請求書、領収書の写し 
 ⑦施工者の工事完了届の写し 
 ⑧事業の成果を証する写真等 
 ⑨入札若しくは随意契約に関する書類一式 
 ⑩検査済証の写し 
 ⑪補助金交付決定の通知の写し 
 ⑫設計・監理委託契約を結んだ場合は、契約書、工事監理

報告書、委託業務完了届の写し 
 ⑬その他市長が必要と認める書類 

環境物件の復旧等 

伝統的建造物以外の 

建造物の修景 

防災対策事業 

 ①事業実績書 
 ②収支決算書 
 ③工程表 
 ④実施工事図面 
 ⑤請負等の契約書の写し 
 ⑥工事費等の内訳書、請求書、領収書の写し 
 ⑦施工者の工事完了届の写し 
 ⑧事業の成果を証する写真等 
 ⑨入札若しくは随意契約に関する書類一式 
 ⑩補助金交付決定の通知の写し 
 ⑪その他市長が必要と認める書類 

保存団体等の 

活動事業 

 ①事業実績書 
 ②収支決算書 
 ③工事費等の内訳書、請求書、領収書の写し 
 ④事業の成果を証する写真、印刷物等 
 ⑤補助金交付決定の通知の写し 
 ⑥その他市長が必要と認める書類 

伝統的建造物の 

緊急修理 

 ①事業実績書 
 ②収支決算書 
 ③工程表 
 ④位置図、配置図、平面図、施工方法・仕様が分かる図面 
 ⑤工事費等の内訳書、請求書、領収書の写し 
 ⑥事業の成果を証する写真等 
 ⑦補助金交付決定の通知の写し 
 ⑧検査済証の写し 
 ⑨その他市長が必要と認める書類 
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別表４ 

補助事業

の種類  
種別 

対象経費 
説  明 

目 細目 

 

保
存
団
体
等
の
活
動
事
業 

 

保
存
団
体
等
の
活
動
に
関
す
る
も
の 

報償費 謝金 

・講演会、勉強会、ワークショップ、 

シンポジウム等の講師謝金 

・専門家等による調査、原稿執筆謝金 

・イベント等実施時のスタッフ謝金  

旅費 

費用弁償 ・講師、専門家等の派遣旅費 

普通旅費 
・先進地視察、研修、講習会、会議等への 

参加に係る旅費 

需用費 

消耗品費 ・消耗品費 

燃料費 
・講演会、イベント等で使用する燃料に係る

経費 

・研修等へ車で参加した場合の燃料費  

光熱水費 ・講演会、イベント等の光熱水費 

印刷製本費 
・報告書、パンフレット、小冊子、チラシ、

ポスター等の印刷製本、写真焼付等 

役務費 

通信運搬費 ・郵送料、切手代等 

手数料 ・講演会、イベント等に係る手数料 

委託料 委託料 ・業務委託料 

使用料及び
賃借料 

使用料及び
賃借料 

・講演会、イベント等の会場使用料 

・イベント等開催時の一時的な機材借上料 

・研修等へ車で参加した場合の高速道路使 

用料 

工事請負費 工事請負費 ・工事請負費 

 

※食糧費、備品購入費、事業に直接関係の無い経費は対象外とする。 

※旅費については、旅費実費を対象とするが、上限額は市の規定に準じる。 


